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平成２０年１２月 １日九工大規程第２６号 
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平成２２年 ６月２５日九工大規程第２３号 

平成２７年 ４月 １日九工大規程第２９号 

 

国立大学法人九州工業大学内部監査規程 

 

 （目的） 

第１条 この規程は，国立大学法人九州工業大学（以下「本学」という。）における業務運営及び

会計処理に関する内部監査（以下「監査」という。）の実施について必要な事項を定めるものと

する。 

 （定義） 

第２条 この規程において，部局とは，国立大学法人九州工業大学基本規則（平成１９年九工大

規則第５号）第１１条から第１９条第１項に定める組織をいう。 

 （監査の構成） 

第３条 監査は，業務運営に係る監査（以下「業務監査」という。）及び会計処理に係る監査（以

下「会計監査」という。）により行う。 

 （定期監査等） 

第４条 監査は，定期監査及び臨時監査とする。 

２ 定期監査は，あらかじめ策定した監査計画に基づき，定期的に実施する。 

３ 臨時監査は，学長が必要と認め命じた事項について臨時に実施する。 

 （監査計画） 

第５条 監査計画には，次の事項を定めるものとする。 

 (1) 監査目的 

 (2) 監査対象業務及び監査重点項目 

 (3) 監査対象部局 

 (4) 監査実施時期 

 (5) その他必要な事項 

 （監査担当者の権限） 

第６条 監査室長，監査係，監査員及び監査補助員（以下「監査担当者」という。）は，監査対象

部局に対し，監査実施上必要な一切の書類の提出を求めるとともに，監査に必要な説明を求め

ることができる。 

２ 監査担当者は，必要により学外の関係先に内容の照会又は事実の確認を求めることができる。 

 （監査対象部局の協力義務） 

第７条 監査対象部局は，監査が円滑かつ効果的に実施できるよう積極的に協力しなければなら

ない。 

 （監査実施の通知） 

第８条 監査室長は，監査の実施に当たっては，あらかじめ監査の実施日時及び重点項目を監査

対象部局に通知するものとする。ただし，緊急を要する場合又は特に必要があると認められる

場合には，事前に通知することなく監査を実施することができる。 

 （監査方法） 

第９条 監査は，原則として実地監査とする。ただし，学長が認めた場合は，書面監査をもって

これに代えることができる。 

２ 実地監査は，直接監査対象部局に赴き，実査，立会，確認，質問等により実施する。 

３ 書面監査は，関係書類の精査，帳票等の突合及び関係諸規則に基づく調査等により実施する。 



 2

 （監査の実施） 

第１０条 監査担当者は，監査計画に基づき監査を実施しなければならない。 

 （監査担当者の責務） 

第１１条 監査担当者は，事実の認定及び処理の適正性の判断について，常に公正かつ厳正でな

ければならない。 

２ 監査担当者は，監査により知り得た事項を他に漏らし，又は自己のために窃用してはならな

い。 

３ 監査担当者は，監査の実施に当たり，監査対象部局の業務に著しい支障が生じないよう配慮

しなければならない。 

 （監査結果の説明等） 

第１２条 監査担当者は，監査の終了後，その結果を監査対象部局に説明又は提示を行い，監査

対象部局から意見等があるときは，十分にその意見を聴取し，監査報告書の作成に資するもの

とする。 

 （監査報告） 

第１３条 監査室長は，監査終了後，速やかに当該監査の方法，内容及び結果等をまとめた監査

報告書を作成し，学長に報告しなければならない。 

 （改善等の指示） 

第１４条 学長は，前条の監査報告書により改善等の措置が必要と認めるときは，監査対象部局

の長に対して業務改善等の指示を行う。 

２ 監査対象部局の長は，業務改善等の指示を受けた場合は，書面をもってその改善結果を学長

に報告しなければならない。 

 （雑則） 

第１５条 この規程に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は，平成１８年１０月４日から施行する。 

２ 九州工業大学内部監査規程（平成１６年九工大規程第５６号）は廃止する。 

附 則 

この規程は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２０年１２月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２２年７月１日から施行する。 

附 則 

この規程は，平成２７年４月１日から施行する。 


